
円 増

時間 減

千人 増

［令和7年6月発行］

給 与 の 動 き きまって支給する給与 289,947  0.9％

雇 用 の 動 き 常 用 労 働 者 数 3,122  0.8％

労働時間の動き 所 定 外 労 働 時 間 10.6 0.9％
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毎 月 勤 労 統 計 調 査 と は 

 

 

 
 １ 調査の目的  

統計法に基づく基幹統計調査であり、雇用、給与及び労働時間について毎月の神奈川県における変

動を明らかにすることを目的としています。 

 

 

 ２ 調査の対象  

日本標準産業分類にいう鉱業,採石業,砂利採取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情

報通信業、運輸業,郵便業、卸売業,小売業、金融業,保険業、不動産業,物品賃貸業、学術研究,専門・

技術サービス業、宿泊業,飲食サービス業、生活関連サービス業,娯楽業(その他の生活関連サービス業の

うち家事サービス業を除く)、教育,学習支援業、医療,福祉、複合サービス事業、サービス業(他に分類され

ないもの)に属し、常時 5 人以上の常用労働者を雇用する事業所のうち厚生労働大臣の指定する約

1,700 事業所について調査を行っています。なお、神奈川県では鉱業,採石業,砂利採取業の対象事業所

が少ないため統計各表から削除しています。 

 

① 第一種事業所(常用労働者 30 人以上)… 調査対象事業所数 約 1,100 

                              (郵送調査又はｲﾝﾀｰﾈｯﾄ調査) 

 

② 第二種事業所(常用労働者 5～29 人) … 調査対象事業所数 約 600 

                              (調査員調査又はｲﾝﾀｰﾈｯﾄ調査) 

 

 

 ３ 主要調査事項の定義  

 現金給与額 

「現金給与総額」とは、所得税、社会保険料、組合費、購買代金等を差し引く以前の総額のことで、「き

まって支給する給与」と「特別に支払われた給与」の合計額です。 

「きまって支給する給与」とは、労働契約、団体協約あるいは事業所の給与規定等によってあらかじめ

定められている支給条件、算定方法によって支給される給与のことで、所定外給与(超過労働給与)を含

みます。 

「所定内給与」とは、「きまって支給する給与」のうち所定外給与(超過労働給与)以外のものをいいま

す。 

「所定外給与(超過労働給与)」とは、所定の労働時間を超える労働(超過労働)に対して支給される給

与や、休日労働、深夜労働に対して支給される給与のことです。 

「特別に支払われた給与」とは、ボーナス、差額追給分、３か月を超える期間で算定される手当などで

す。 
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 実労働時間数 

調査期間中に労働者が実際に労働した時間数のことです。休憩時間は、給与が支給されると否とにか

かわらず除かれますが、いわゆる手待ち時間は含めます。本来の職務外として行われる宿日直の時間は

含めません。 

「総実労働時間数」とは、「所定内労働時間数」と「所定外労働時間数」の合計です。 

「所定内労働時間」とは、事業所の就業規則で定められた正規の始業時刻と終業時刻との間の実労働

時間数のことです。 

「所定外労働時間数」とは、早出、残業、臨時の呼出、休日出勤等の実労働時間のことです。 

 

 

 出勤日数 

調査期間中に労働者が実際に労働した日数のことです。有給でも事業所に出勤しない日は出勤日数に

はなりませんが、1 時間でも就業すれば出勤日となります。 

 

 

 常用労働者数 

次のいずれかに該当する労働者のことです。 

① 期間を定めずに雇われている者 

② 1 か月以上の期間を定めて雇われている者 

 

 

一般労働者 

常用労働者のうち、パートタイム労働者でない者のことです。 

 

 

 パートタイム労働者 

常用労働者のうち、次のいずれかに該当する労働者のことです。 

① １日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者 

② １日の所定労働時間が一般の労働者と同じで 1 週の所定労働日数が一般の労働者よりも 

少ない者 

 

 

 労働異動率（入職率及び離職率） 

「労働異動率（入職率及び離職率）」とは、採用、転勤等(解雇、退職、転勤等)により、増加(減少)した

常用労働者数を前月末常用労働者数で除したものです。 

 

 

 ４ 調査結果の算定  

この調査結果の数値は、調査事業所からの報告をもとにして本県の規模 5 人以上のすべての事業所に

対応するよう復元して算定したものです。 
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 ５ 表を利用する上での注意  

①「製造業」のうち「Ｅ一括」は産業中分類の木材・木製品製造業(家具を除く)、その他製造業、なめし革・

同製品・毛皮製造業をまとめたものです。 

②本月報中の常用労働者全体の給与額や労働時間等の前年同月比は、構成比率が変化するため、 

 必ずしも一般労働者とパートタイム労働者の中間値にはなりません。 

③「－」は該当数値がないものです。 

④「☓」は調査事業所又は調査企業数が少ないため、表章不可のものです。 

 

 

 
１ 本報告は平成 19 年 11 月改定の日本標準産業分類に基づき公表を行っています。 

２ 前年比は対前年増減率(％)、前年同月比は対前年同月増減率(％)、前年同月差は対前年同

月差(日又はポイント)を掲載しています。 

３ 前年比などの増減率は、指数等により算出しており、実数で計算した場合と必ずしも一致しませ

ん。 

４ 事業所規模 30 人以上の第一種事業所については、2～3 年毎に抽出替えを行っており、平成

21 年の経済センサス基礎調査の結果に基づき平成 24 年 1 月分調査で抽出替えを実施しまし

た。調査結果に時系列的連続性をもたせるため、新旧調査結果のギャップを過去に遡って修正し、

指数及び前年同月比を算出しています。また、各指数の基準年を平成 17 年から平成 22 年に更

新しました。 

５ 平成 22 年 1 月分調査より公表の基準となる産業分類を変更したこと 

 
 

 

１ 本報告は平成 25 年 10 月改定の日本標準産業分類に基づき公表を行っています。 

２ 前年比は対前年増減率(％)、前年同月比は対前年同月増減率(％)、前年同月差は対前年

同月差(日又はポイント)を掲載しています。 

３ 本報告書中の「同水準」の表記は、前年比などの算出の際に、小数点以下第２位を四捨五

入した結果「0.0」となったものを示しています。 

４ 前年比などの増減率は、指数等により算出しており、実数で計算した場合と必ずしも一致しま

せん。 

５ 調査事業所のうち 30 人以上規模の事業所の抽出方法は、従来の２～３年に一度行う総入替

え方式から、毎年１月分調査時におよそ３分の１ずつ入れ替える部分入替え方式に平成 30

年から変更しました。賃金、労働時間指数とその増減率は、総入替え方式のときに行っていた

過去に遡った改訂は行いません。常用雇用指数とその増減率は、労働者数推計のベンチマ

ーク（基準とする母集団労働者数）を令和６年１月分調査で更新したことに伴い、令和６年１月

分調査公表時に過去に遡って改訂しました。令和７年はベンチマーク更新を行わないため、ベ

ンチマークの違いによる断層は発生しませんが、標本の部分入替えを行ったことにより、令和７

年の調査結果の前年同月比には、一定の断層が含まれます。 

６ 令和４年１月分調査から、指数は令和２年平均を100とする令和２年基準とし、過去に遡って

改訂しました。なお、増減率は改訂前の指数による増減率を変えずに表記している場合があ

るため、改訂後の指数で計算した場合と必ずしも一致していません。 

７ 指数及び前年同月比については、新たに提出された調査票を加え集計することにより、遡っ

て改訂を行うことがあります。 
 
 

※全国調査の結果については、厚生労働省の以下のウェブサイトにて公表しています。 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/30-1a.html 

お 知 ら せ 
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(前年同月比)(1人平均月間)給 与￥

表Ⅰ 産業別対比表(事業所規模５人以上)

労働時間 (1人平均月間) (前年同月比)
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特別に支払われた給与 円

出勤日数 日

総実労働時間 時間

・一般労働者 時間

・パートタイム労働者 時間

所定内労働時間 時間

所定外労働時間 時間

・製造業の所定外労働時間 時間

常用労働者数 千人

・一般労働者 千人
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パートタイム労働者比率 ％ 1.4ポイント
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1.1

-7.2

382,589

11.5

140.5

168.3

157.9

159.5

159.3

128.8

141.9

138.2

154.0

119.1

142.7

133.6

7.3

15.8

155.8

94.8

12.7

20.4

14.2

8.9

17.4

7.5

15.3

8.4

14.1

9.3

13.5

6.4

7.1

29.0

-38.6

-3.5

-25.6

-7.5

6.7

-6.0

-38.6

2.9

7.0

11.5

5.7

16.2

-5.0

-7.9

-3.9

-0.2

-11.6

-1.7

-6.5

2.4％増

千人

-1.0

1.1

2660.0

1.6 -0.3

-0.5

0.3

3.8

0.0

1,923

52

324

10

89

148

-4.7

-3.4

-30.5

2.7％増
12.5％増

2.5％増

3.0％増

％：前年同月比

円 ％ ％時間 ％

    －

    －

-0.3日

0.3％減
2.3％減
5.0％増

1.5％減
1.2％減
1.6％増

1.8％減

1.6％増
3.4％減

常用労働者数
きまって

支給する給与
総実労働時間 所定外労働時間

1.1

時間 ％

1.4

-0.4

-2.3

-13.9

-4.2

2.8

-1.4

2.1

40.3

326

6

238

25

25

0.0

93.3

120

97

47

149

-15.7

給 与 の 動 き きまって支給する給与

労働時間の動き 所 定 外 労 働 時 間

雇 用 の 動 き 常 用 労 働 者 数

 2.5％

 1.6％

0.3％

2.5 

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

R6.11 12 R7.1 2 3 4

(％)

きまって支給する給与の前年同月比の推移

1.6 

-9.0
-8.0
-7.0

-6.0
-5.0
-4.0
-3.0

-2.0

-1.0
0.0

1.0
2.0
3.0

R6.11 12 R7.1 2 3 4

所定外労働時間の前年同月比の推移

(％)

-0.3 

-1.0

0.0

1.0

2.0

R6.11 12 R7.1 2 3 4

常用労働者数の前年同月比の推移

(％)

本 県 の 状 況

(前年同月比)(1人平均月間)給 与￥

労働時間 (1人平均月間) (前年同月比)

雇 用 (前年同月比)

表Ⅱ 産業別対比表(事業所規模30人以上)

＊

＊

＊：前年同月差

(前年同月比)
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内閣府の「月例経済報告」（閣議報告）や「景気動向指数」などの

景気判断資料

雇用保険や労災保険の保険給付額の算定資料
企業の経営判断や賃金、労働時間などの

労働条件決定の際の資料
政府の労働政策審議会、中央最低賃金審議会、社会保障審議会などの

各種審議会の資料
民事事件や交通事故などの

逸失利益補償額等の算定資料

統計センター労働統計課 電話(045)313-7214(直通) FAX(045)313-7210

横浜市神奈川区鶴屋町2-24-2 かながわ県民センター５階 〒221-0835

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/x6z/tc30/maikin/maitsukikinrou.html

主 な 利 用 状 況


